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2006年11月，全国1,840市町村（特別区を除く）を対象に行った質問紙調査をもとに，合併
が保健（師）活動に及ぼす影響と課題を横断的，数量的に分析した。
事前に電話で協力を依頼し，了解の得られた974市町村の保健活動の責任者（保健師）に郵

送で調査票を配布し，記名により郵送で回収した（回収率52.9％）。調査内容は，人口，合併
の有無，保健師の確保状況，地区活動に配慮の必要な地区の有無，高齢者保健福祉業務におけ
る介護部署および国保部署との連携，新市町村の計画策定状況，行政評価の実施状況，健康指
標の把握状況である。分析対象は，合併市町村329に対応して非合併市町村337を人口規模別に
マッチングして，合計666市町村とした。
保健師の確保状況では，「十分・ほぼ確保できている」は合併36.6％，非合併22.6％であっ

た。特別配慮の必要な地区「あり」は，合併44.8％，非合併15.5％で，その内訳は，合併市町
村の方が山間部・豪雪地が多かった。高齢者保健福祉業務に関する介護部署との連携では，合
併市町村の方が企画または評価まで含めて一体的に推進しているところがやや多かった。国保
部署との連携では，「実施において一部共同で行っている」は合併51.4％，非合併44.5％と，
合併市町村の方が多かった。新市町村の計画策定について「策定済み」は合併20～90％に対し，
非合併が50～90％と，すべての計画において合併市町村が少なかった。行政評価の実施状況で
は，「毎年実施している」は，合併50.0％，非合併61.4％で，非合併市町村の方が有意に多
かった。健康指標の把握率は，合併，非合併による差はなかった。
合併市町村では，当面はマンパワーが強化され充実した活動が可能であると考えられる。し

かし，合併後年数を経るにしたがい支所等への保健師の配置数は削減され，保健担当課以外の
部署への分散配置もすすめられていくと考えられる。地域の特性を保健師業務に反映させてい
くためには，地区分担と業務分担を併用した活動が望ましいと考える。また，今後は，高齢者
保健福祉業務に関する介護部署，国保部署との連携をさらに円滑にすすめていける体制づくり
が重要になると思われる。合併は市町村の計画策定と行政評価を停滞させていることを伺わせ，
早急な地方計画策定および行政評価が課題である。

市町村合併，保健（師）活動，影響評価

Ⅰ

地方分権の推進，行財政基盤の脆弱化
ぜいじゃくか

等から，

基礎自治体である市町村の合併が進み，1999年
３月末に3,232あった市町村（特別区を除く）
は，2006年11月には1,840となった。このこと
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（単位 人，（ ）内％）

合併有無

総数 合併 非合併

総数
十分確保できている
ほぼ確保できている
あまり確保できていない
全く確保できていない

注 2検定，ｐ＜0.001
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は，保健師および保健活動や住民サービスに大
きな影響を与えていると推察される。しかし，
市町村合併が，市町村保健（師）活動に具体的
にどのような影響を及ぼしているか，一部の府
県や市町村の報告はあるが1)-9)，全国調査をも
とに分析しているものは，尾島らによる報告10)

以外見当たらない。
そこで，保健師および保健活動や住民サービ

スの実態を把握し，それらの維持・向上のため
の対策・戦略を明らかにすることを目的に，
2006年11月に，全国1,840市町村を対象に地域
保健の推進・展望に関する質問紙調査を行った。
本論文では，この調査のうち合併の有無別にみ
た保健（師）活動の影響評価と課題を検討する
こととする。具体的には，市町村合併が保健師
および保健活動にどのような影響を与えたか，
合併有無別の実態について数量的に分析し検討
する。

Ⅱ

対象は，特別区を除く全国1,840市町村のう
ち，事前に電話で協力を依頼し，了解の得られ
た974市町村の保健活動の責任者（保健師）で
ある。郵送で調査票を配布し，記名により郵送
で回収した（回収率52.9％）。
倫理的配慮については，本研究代表者の所属

する大学の倫理委員会の承認を得るとともに，
調査票の回収をもって同意を得たと判断した。

分析に使用した項目は，対象市町村の人口，
合併の有無，保健師の確保状況，地区活動に配
慮の必要な地区の有無，高齢者保健福祉業務に
おける介護部署および国保部署との連携状況，
新市町村の計画策定状況，行政評価の実施状況，
健康指標の把握状況である。

合併の有無それぞれの人口規模別市町村分布
が同じになるように，合併市町村（以下，合

併）329に対応して，非合併市町村（以下，非
合併）645から337を人口規模別にマッチングし
て，合計666市町村を分析対象とした。分析は
2 検定を行い，ｐ＝0.05未満を有意差ありと
した。統計的分析には

を用いた。
合併した市町村の人口規模別内訳は，１万人
未満14市町村（4.2％），１～３万人未満67市町
村（20.4％），３～５万人未満70市町村（21.3
％），５～10万人未満88市町村（26.7％），10万
人以上90市町村（27.4％）であり，非合併の人
口規模別内訳は，１万人未満16市町村（4.7％），
１～３万人未満72市町村（21.4％），３～５万
人未満72市町村（21.4％），５～10万人未満86
市町村（25.5％），10万人以上91市町村（27.0
％）である。

Ⅲ

「十分確保できている・ほぼ確保できてい
る」と答えたのは，合併36.6％，非合併22.6％
で，合併した市町村の方が確保できている割合
が有意に高かった 。

合併44.8％，非合併15.5％で，合併した市町
村の方が特別配慮の必要な地区があると答えて
いる割合が有意に高かった。また，配慮の必要
な地区の内訳を合併の有無別にみると，「飛び
地」「島しょ・離島」は同程度であるのに対し，
「山間部」と「豪雪地」は合併市町村の方が有

18― ―



（単位 人，（ ）内％）

合併有無

総数 合併 非合併

総数
特別配慮地区あり
特別配慮地区なし

注 2検定，ｐ＜0.001

（単位 人，（ ）内％）

合併有無

合併 非合併 ｐ値

飛び地
島しょ・離島
山間部
豪雪地
その他

注 2検定，＊ｐ＜0.05，＊＊ｐ＜0.01，ｎ＝192

（単位 人，（ ）内％）

合併有無

総数 合併 非合併

総数
企画段階から実施・評価まで一
体的に推進
各部署で企画しているが，実
施・評価は一体的に推進

その他
保健担当部署で行っているので
該当なし

注 2検定，ｐ＝0.189

実施において，一部共同で行っ
ている

（単位 人，（ ）内％）

合併有無

総数 合併 非合併

総数
企画段階から実施・評価まで一
体的に推進
各部署で企画しているが，実
施・評価は一体的に推進

その他
保健担当部署で行っているので
該当なし

注 2検定，ｐ＝0.041

実施において，一部共同で行っ
ている
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意に多かった 。

高齢者保健福祉業務に関して，介護
部署との連携を「企画段階から実施・
評価まで一体的に推進」と「各部署で
企画しているが実施・評価は一体的に
推進」を併せると，合併31.8％，非合
併24.1％であるのに対し，「実施にお
いて一部共同で行っている」は，合併
48.0％，非合併50.5％であり，統計的
な有意差はなかったが，合併市町村の
方が企画または評価まで含めて一体的
に推進しているところがやや多かった
（ｐ＝0.189） 。
高齢者保健福祉業務に関して国保部

署との連携では，「企画段階から実
施・評価まで一体的に推進」と「各部
署で企画しているが実施・評価は一体
的に推進」には，合併，非合併で差は
みられなかったが，「実施において一
部共同で行っている」は合併51.4％，
非合併44.6％と，合併市町村の方が多
かった（ｐ＝0.041） 。

新市町村における８つの計画策定状況（総合
計画・新市町建設計画，健康増進計画，高齢者
保健福祉計画，次世代育成支援行動計画，地域
福祉計画，障害者福祉計画，介護保険事業計画，
その他の計画）では，すべての計画において
「策定済み」としている市町村が合併20～90％
に対し，非合併が50～90％と，合併市町村の方

が有意に少ない状況であった。一方で，計画を
「策定中もしくは策定を検討中」はすべての計
画において合併市町村に多かった 。

行政評価の実施状況では，「毎年実施してい
る」と答えたのは，合併50.0％，非合併61.4％
で，非合併市町村の方が有意に多かった。「こ
れまでまったく実施したことがない」と答えた
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（単位 人，（ ）内％）

策定状況
合併有無

ｐ値
合併 非合併

総合計画・新市町建設計画
策定済み
策定中
策定を検討中
策定予定なし

健康増進計画
策定済み
策定中
策定を検討中
策定予定なし

高齢者保健福祉計画
策定済み
策定中
策定を検討中
策定予定なし

次世代育成支援行動計画
策定済み
策定中
策定を検討中
策定予定なし

地域福祉計画
策定済み
策定中
策定を検討中
策定予定なし

障害者福祉計画
策定済み
策定中
策定を検討中
策定予定なし

介護保険事業計画
策定済み
策定中
策定を検討中
策定予定なし

その他の計画
策定済み
策定中
策定を検討中
策定予定なし

注 2検定，＊ｐ＜0.05，＊＊ｐ＜0.01，＊＊＊ｐ＜0.001

（単位 人，（ ）内％）

合併有無

総数 合併 非合併

総数
毎年実施している
２～３年に１回実施
している
以前実施したことが
あるが，最近はない
これまでまったく実
施したことはない

注 2検定，ｐ＝0.005

第56巻第７号「厚生の指標」2009年７月

のは，合併38.2％，非合併25.1％であった
（ｐ＝0.005） 。

健康指標の把握率は，合併，非合併によ
る差はなく，毎年もしくは数年ごとに把握
している市町村が多かったが，総死亡率や
乳児死亡率などの指標を把握していない市
町村が少数ながら存在した 。

Ⅳ

まず考察に当たり，本調査の回収率が
52.9％であったことについて述べておきた
い。回収率52.9％が高いか低いかは議論の
余地のあるところであるが，合併の過渡期
であるため同様の調査は見あたらず，比較
することは困難である。しかしながら，全
国規模の調査で過半数の回答を得たことは，
決して低い数値ではなく，概要を述べるに
は十分耐えうる数値であると考える。
本研究の目的は，合併の有無による保健

（師）活動の現状を横断的に分析すること
により，合併のメリット・デメリットをふ
まえて今後の保健（師）活動の目指すべき
方向性を模索することであった。そこでこ
こでは，合併による保健（師）活動への影
響を，市町村保健師の確保状況と地区活動，
福祉部署と協働した活動の推進，市町村保
健（師）活動の計画と評価，の３点から考
察する。

市町村合併は，保健師および保健活動に，良
悪両面で多くの影響を与えた。合併市町村では
保健師の数は充足していると答えたところが多
かったことから，当面はマンパワーが強化され，
より充実した活動と工夫が可能であると考えら
れる。しかし，合併後年数を経るにしたがい，
支所等への保健師の配置数は削減され，保健担
当課以外の部署への分散配置もすすめられてい
くと考えられる。たとえば，大分県が2006年に
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（単位 人，（ ）内％）

把握状況
合併有無

総数 合併 非合併 ｐ値

成人の喫煙率
毎年把握
数年ごとに把握
把握していない

自動車事故による死者数
毎年把握
数年ごとに把握
把握していない

成人の肥満率
毎年把握
数年ごとに把握
把握していない

新規患者数
毎年把握
数年ごとに把握
把握していない

結核新規患者数
毎年把握
数年ごとに把握
把握していない

小児の予防接種率
毎年把握
数年ごとに把握
把握していない

妊産婦健診受診率
毎年把握
数年ごとに把握
把握していない

冠状動脈疾患による死亡率
毎年把握
数年ごとに把握
把握していない

がんによる死亡率
毎年把握
数年ごとに把握
把握していない

総死亡率
毎年把握
数年ごとに把握
把握していない

乳児死亡率
毎年把握
数年ごとに把握
把握していない

注 2検定

第56巻第７号「厚生の指標」2009年７月

実施した調査では，合併に伴い保健担
当課以外の課（介護保険課，高齢者福
祉課，障害福祉課，国保担当課，児童
福祉課，職員課）に配属されている保
健師が増えていた4)。保健師が地域特
性を反映しながら活動を推進するため
には，質量ともに適切な保健師の確保
が重要である。また，合併した市町村
の方が特別配慮の必要な地区があると
答えている割合が有意に高く，配慮の
必要な地区の内訳として，山間部や豪
雪地を抱えている市町村が多かったこ
とから，合併により地域特性も多様化
していることがうかがえる。しかしな
がら，今回著者らが行った調査におい
ても11)，合併により保健部門の人員は
削減されており，限られた人員のなか
で多様な地域特性を保健師業務に反映
させていくためには，地区分担により
住民のニーズを把握し，業務分担によ
り公平性を担保しつつ施策化をすすめ
ていくという，地区分担と業務分担を
併用した活動が望ましいと考える。そ
のためには，旧市町村の特性をふまえ
た地域診断を行い，その結果に基づい
て保健事業や保健師活動を組み立てて
いくことが重要ではないかと思われる。
保健師が地区担当により活動する意義
は，「住民の顔が見える」活動ができ
ることにほかならない。井伊は，保健
師が地区分担制を支持する理由として，
「一方的にサービスを提供するのでは
なく，地域住民との直接的な関わりに
より，住民は何を認識し，どこに困難
があるのかを探り把握する。あるいは，
保健サービスの効果や不具合は，地域
住民にどのように受け止められ地域の
健康問題の解決に役立っているのかどうかアセ
スメントする役割機能を発揮することができ
る」12)からであると述べている。すなわち，地
区分担と業務分担の併用により住民のニーズと
保健活動の双方向性を担保することが大切であ

ると思われる。
他方，非合併市町村では，保健師の数は不足
していると答えたところが多く，市町村業務が
ますます増大かつ複雑多様化する今日，市町村
保健師も業務を整理し，優先度を適切に設定し
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つつ，住民のニーズにタイムリーに対応するこ
とが必要になる。このような中，今後は保健所
の役割もますます重要になると思われる。つま
り，保健所のより広域的，専門的立場から市町
村の活動を支援することが求められ，保健所は，
地域の資源として，また市町村のパートナーと
して，積極的に役割を果たしていくことが重要
になると考える。

1994（平成６）年６月に地域保健法制定，同
年12月に地域保健対策の推進に関する基本的な
指針が出され，地域の特性および社会福祉など
の関連施策との有機的な連携に配慮しながら地
域保健対策を総合的に推進することが必要とさ
れた。これを受けて，保健師の介護保険，老人
福祉，在宅介護等福祉部門への配置がすすめら
れている13)。保健と福祉は，住民の生活支援の
立場から表裏一体の関係にあるため，有機的に
連携することにより，より住民の生活に密着し
た活動が展開できると思われる。
今回の調査において，介護部署との連携に関

して，合併した市町村の方が企画または評価ま
で含めて一体的に推進しているところがやや多
かったことから，新しい市町村行政を推進して
いくうえで，今後介護部署との連携がすすめら
れていくと推察される。
また，高齢者保健福祉業務に関する国保部署

との連携では，非合併市町村に比べて合併市町
村の方が実施において一部共同で行っていると
ころが多く，国保部署との一体化した保健活動
の推進はさらに期待されていくと思われる。特
に，平成20年度から高齢者医療法が施行された
ことにより，各保険者による特定健康診査が義
務化されたことや，都道府県では都道府県医療
費適正化計画が義務づけられたこと，さらに，
同計画が医療計画，介護保険計画および健康増
進計画との調和が求められていることから，保
健師はこれまで以上に国保部署との連携が求め
られているといえる。
今後は，保健師の専門性を活かして把握した

地域のニーズをふまえて，より効果的に事業を

行うための改善点や新たな施策について，福祉
部署と連携しながら円滑にすすめていけるよう
な体制づくりが重要になると思われる。

計画策定については，合併市町村は非合併市
町村よりもすべての計画の策定が進んでいな
かったが，多くの市町村は策定中もしくは策定
を検討中としていた。このことから，合併は市
町村の計画策定を停滞させていることも伺わせ，
早急に地方計画策定および行政評価を行うこと
が課題である。活動の計画と評価は，保健活動
をすすめていくうえで重要なプロセスである。
しかし，計画策定には一定の時間とエネルギー
を必要とする。そのため，合併前から計画策定
に着手した市町村も存在していることから11)，
合併前に十分な準備を行って臨むことが重要で
あるといえる。また，計画策定に取り組むこと
で，市町村全体の課題を整理でき，今後目指す
ことについて部署を超えて共有することができ
ると思われる。さらに，関係職種との連携を深
めることで保健師業務を関係者に幅広く理解し
てもらい，保健（師）活動をより円滑にかつ効
率的に進めることができるため，できるだけ早
急に計画策定に取りかかることが肝要であると
考える。
最後に，健康指標は保健施策のアウトカム指
標にもなり得ることから，行政評価の一部とし
て毎年把握し，データベース化していくことが
望ましいと思われる。これらの評価を行うため
には，市町村単独で行うことは難しく，より広
域的，専門的立場から保健所のアセスメント機
能を発揮することが望まれる。合併に際して保
健所からの支援の重要度について，尾島らが
行った市町村への調査結果10)によると，市町村
が保健所に求めていることは，地域特性を明確
にする統計データの提供，他の地域の合併事例
に関する情報の提供，市町村の保健師等技術職
の相談にのること，合併にむけた保健事業に関
する協議，情報交換の機会の提供が多く，市町
村から保健所への期待は大きいといえる。しか
しながら，これらの支援を保健所が実際に行っ
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ているかどうかについての市町村の受け止めは
あまり高くなく，実施状況は低いと言わざるを
得ない。保健所も全国的に統廃合の傾向にあり，
人員削減の波は市町村と同様で，ある意味では
存亡の危機に直面しているともいえる。保健所
がその専門性を確保しつつ市町村の期待に応え
ることによって保健所の存在価値も認められる
のではないかと思われる。
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